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建設業「2024 年問題」電力総連との共同行動第２弾‼ 

斉藤国交相に改正建設業法の実効性担保等を要請 
ＪＲ連合は３月 14 日、電力総連との共同行動

第２弾として、斉藤鉄夫国土交通大臣に「建設業

における時間外労働の上限規制（2024 年問題）

に関する要請」を実施した。ＪＲ連合からは荻山

市朗会長、宮野勇馬企画局長、相良夏樹組織局長、

石川敏也産業政策局長が参加し、電力総連からは

壬生守也会長、大森勇会長代理、玉島一吉政治渉

外局長、金澤崇電工部会事務局長が参加した。 

要請の冒頭、荻山会長は、建設業法改正案の審

議がなされることを念頭に、「標準労務費の設定

に向けては、鉄道の特殊性があると認識の上で対応頂きたい。現場では、列車を抑止できる夜間

の短い時間の中で特殊な工事を行うなど高い専門性が必要であり、施工業者も限られる。これら

を進めるにあたっての必要なコストを認識して欲しい。また、そのためにも適正な価格転嫁が必

要だ。運賃制度改訂の議論も承知しているが、より柔軟な対応ができるように見直しを図って欲

しい」と要望した。また、壬生会長は、「電気関係の施工は、工事の最終段階となるため、工期の

しわ寄せを受けて長時間労働となってしまう。このままでは若い人材がいなくなってしまう。今

回の改正法ではぜひ適正工期・金額での契約推進に実効性を持たせて欲しい」と要望した。工期

についてはＪＲ連合も、北陸新幹線が政府・与党により開業の３年前倒しを求められ、結果的に

工期が１年延伸した事例を挙げて、北海道新幹線の建設も視野に入れ、現場実態を考慮した適切

な対応の必要性を訴えた。 

これに対して斉藤大臣は、「2024 年４月１日に向

け、大きな課題を抱える建設業界と物流業界につい

て法案を提出した。これまでも対策を行ってきては

いるが、最終的には法律で対応する必要がある」と

述べた上で、建設業法改正案の内容について、「多重

下請け構造の中、実際に働く者の賃金が確保できる

ように、その経費を積んで発注することを目指す内

容としている」と説明した。さらに要請に応える形

で、「今日の要請について、この法律だけで全てが解

決するものではないが、若い人に希望を持って参入して貰える業界となるよう全力を挙げる所存

だ。現場の実情を聞かせて欲しい」と力強い決意を発した。 

３月８日に提出された建設業法改正案は、今次国会の後半で審議入りとなる見込みだ。実際の

法規制が現場の実情に即したものとなるよう、電力総連とともに、今後改めて関係国会議員との

連携を図り、審議における意見反映に努めていく。 


